
レイモンド長浜南こども園　園則

（事業所の名称及び所在地）

第１条　社会福祉法人檸檬会が設置するこの幼保連携型認定こども園の名称及び所在地は、次のとおりとする。

(1) 名称　　幼保連携型認定こども園　レイモンド長浜南こども園

(2) 所在地　滋賀県長浜市高橋町84

（施設の目的及び運営方針）

第２条　レイモンド長浜南こども園（以下「当園」という。）は、学校としての教育、児童福祉施設としての保育（以下

「教育・保育」という。）を一体的に行うことにより子どもの健やかな成長に適した環境を提供し、その心身の発達を

助長するとともに、保護者への子育て支援事業を行うことを目的とする。

２　当園は、教育・保育の提供に当たっては、入園する子ども（以下「園児」という。）の人権に十分配慮するととも

に、一人一人の人格を尊重し、園児の最善の利益を考慮した運営を行うものとする。

３　当園は、地域の様々な社会資源との連携を図りながら、園児の保護者に対する支援及び地域の子育て家庭に対する支

援等を行うものとする。

４　当園は、長浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例(平成26年12月20

日条例第31号)その他の関係法令を遵守し、事業を実施するものとする。

（学級の編制）

第３条　満３歳以上の園児については、教育課程に基づく教育を行うため、学級を編制するものとする。

２　１学級の園児の数は、３５人以下を原則とする。

３　学級は、学年の初めの日の前日において同じ年齢にある園児で編制することを原則とする。

（認可定員）

第４条　本園の認可定員は、９０名とする。

（利用定員）

第５条　本園の利用定員は、子ども・子育て支援法（以下この条において「法」という。）第１９条第１項各号に掲げる

小学校就学前子どもの区分ごとに次のとおり定める。

　(1) 法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども（保育を必要とする子ども以外の満３歳以上の子どもをい

う。以下「１号認定子ども」という。） １２名

　(2) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども（保育を必要とする満３歳以上の子どもをいう。以下「２号

認定子ども」という。） ４２名

　(3) 法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ども（保育を必要とする満３歳未満の子どもをいう。以下「３号

認定子ども」という。）のうち、満１歳以上の子ども　２８名

　(4) ３号認定子どものうち、満１歳未満の子ども　８名

（提供する教育・保育の内容）

第６条　当園は、幼保連携型認定こども園教育・保育要領（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省告示第１号）に

掲げる教育・保育の基本及び目標に沿った教育・保育の内容に関する全体的な計画を作成し、家庭との堅密な連携の下

に、専門性を有する職員による園児の状況や発達過程を踏まえた教育・保育を総合的に提供するものとする。

（子育て支援の内容）

第７条　当園は、子育て支援事業として、主として次の事業を実施する。

　(1) 園庭開放 原則毎週水曜日午前９時３０分から午前１１時３０分

　(2) 子育て相談 平日月曜日から金曜日の午前１０時から午後２時３０分

(3) 子育てひろば(園開放) 毎月１回土曜日の午前１０時から午前１１時００分

（職員の職種、数及び職務内容）

第８条　当園が教育・保育を提供するに当たり配置する職員の職種、数及び職務内容は次のとおりとする。

　(1) 園長　１人　（常勤専従）（園長はその補佐として副園長を置くことができる。）

　　園長は、職員を監督し、その資質の向上、法令の遵守などに関する取り組みを行うとともに、園務を総括する。
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　(2) 主幹保育教諭　１人（主幹保育教諭はその補佐として副主幹保育教諭を置くことができる）

　　主幹保育教諭は、園長（副園長又は教頭）を補佐し、園務の一部を整理し、必要に応じて園児に教育・保育を実施す

る。

　(3) 保育教諭　１０人以上（常勤換算後）

　　保育教諭は、園児に教育・保育を実施する。

　(4) 看護師　１人

　　看護師は、園児ならびに職員の健康管理、園の衛生管理に関する活動を行う。

　(5) 調理員　２人以上

　　調理師は、献立に基づき給食及びおやつを調理するとともに、食育に関する活動を行う。

(6) 事務職員　０人

園の運営管理に必要な事務処理、経理処理等を行う。

　(7) 学校医　１人

　　学校医は、健康診断を実施し、園内の健康管理、指導を行う。

　(8) 学校歯科医　１人

　　学校歯科医は、健康歯科健診を実施し、園内の健康管理、指導を行う。

　(9) 学校薬剤師　１人

　　学校薬剤師は、園の環境衛生の維持改善に関する助言及び指導を行う。

第８条の２　第８条の1に規定する職員のうち、「技能･経験に応じた追加的な処遇改善」(処遇改善等加算Ⅱ)の加算認定

申請書により算定された、数以上の者を下表のとおり配置する。

　 ｷｬﾘｱｽﾃｰｼﾞ名称 行政区分名称 職　　務　　内　　容

1 ﾏｲｽﾀ- 副主幹保育教諭/専門ﾘ-ﾀﾞ-
職員の管理・指導等の組織運営の補佐専門分野における

実践研究及び他の職員への助言･指導

2 ｲﾝｽﾄﾗｸﾀ- 専門ｻﾌﾞﾘ-ﾀﾞ- 　　　　　　　　　　　　　〃

3 ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ 専門ｻﾌﾞﾘ-ﾀﾞ- 　　　　　　　　　　　　　〃

4 ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ 専門ｻﾌﾞﾘ-ﾀﾞ- 　　　　　　　　　　　　　〃

5 ﾋﾞｷﾞﾅ- 職務分野別ﾘ-ﾀﾞ- 職務分野における他の職員への助言･指導

（入園日及び退園日）

第９条　当園の入園日及び退園日は次のとおりとする。

(1)　当園の入園日は各月の1日とする。

(2)　当園の退園日は各月の末日とする。

(3) 当園を卒園する年度においては当該年度の3月末日を退園日とする。

（学年及び学期）

第１０条　当園の学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。

２　学年を次の３学期に分ける。

　　　第１学期　４月１日から８月３１日まで

　　　第２学期　９月１日から１２月３１日まで

　　　第３学期　１月１日から３月３１日まで

（教育・保育を提供する日及び提供しない日）

第１１条　教育・保育を提供する日は、月曜日から土曜日までとする。ただし、教育標準時間である園児については、月

曜日から金曜日までとする。

２　本園の休業日は、次のとおりとする。

　(1) 日曜日

　(2) 年末年始（１２月２９日から１月３日）

　(3) 国民の祝日に関する法律に規定する休日

３　子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）に基づく支給認定の区分が教育標準時間で

ある園児への教育・保育の提供については、前項の規定に関わらず、原則として次に掲げる日及び期間は行わないもの

とする。

　(1) 土曜日

　(2) 夏季休業期間　７月２４日から８月２０日まで

　(3) 冬季休業期間　１２月２６日から１月５日まで

　(4) 春季休業期間　３月２６日から３月３１日まで
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４　園長が教育および保育上の必要またはやむを得ない事情があると認めるときは、前２項の規定にかかわらず休業日に

教育および保育を行うことがある。

５　非常変災その他急迫の事情があるときは、臨時に教育・保育を行わないことがある。

（教育・保育を提供する時間）

第１２条　教育・保育を提供する時間は、法に基づく支給認定の区分等に応じ、次のとおりとする。

(1) 保育標準時間認定の園児に係る教育・保育時間

当園が定める次の時間帯の範囲内で、保護者が教育・保育を必要とする時間とする。

月～金 ７時３０分から １８時３０分まで

土 ７時３０分から １８時３０分まで

なお、上記以外の時間帯において、やむを得ない理由により保育が必要な場合は、当園が定める下記の時間に時

間外保育を提供する。

　月～金 ７時から ７時３０分までの範囲内

　 　 １８時３０分から １９時００分までの範囲内

　 土 ７時から 　　　　 ７時３０分までの範囲内

　 　１８時３０分から １９時００分までの範囲内

(2) 保育短時間認定の園児に係る教育・保育時間

当園が定める次の時間帯の範囲内で、保護者が教育・保育を必要とする時間とする。

月～金 ８時３０分から １６時３０分まで

　土 ８時３０分から １６時３０分まで

なお、上記以外の時間帯において、やむを得ない理由により保育が必要な場合は、当園が定める下記の時間に時

間外保育を提供する。

月～金 　 ７時００分から ８時２９分までの範囲内

１６時３１分から １９時００分までの範囲内

　土 ７時００分から ８時２９分までの範囲内

１６時３１分から １９時００分までの範囲内

(3) 教育標準時間の園児に係る教育・保育時間

月～金 ９時００分から １４時００分まで

なお、上記以外の時間帯において、やむを得ない理由により保育が必要な場合は、当園が定める下記の時間に時

間外保育を提供する。

月～金 ８時００分から ９時００分までの範囲内

　　　　　　　 １４時００分から １６時００分までの範囲内

　　　２　満３歳以上の園児について、教育標準時間において、教育を行うものとし、年間の教育週数は３９週以上とす

る。ただし、特別の事業がある場合は、３９週を下回ることがある。

(給食）

第１３条　給食は、できる限り変化に富んだ献立とし、園児の健全な発育に必要な栄養量を含有するものでなければなら

ない。

２　給食は、前項の規定によるほか、食品の種類および調理方法については、栄養ならび　に園児の身体的状況およびし

好を考慮したものでなければならない。

３　調理は、あらかじめ作成された献立に従って行われなければならない。

（健康管理）

第１４条　園児には、入園時の健康診断、少なくとも１年に２回の定期健康診断を実施し、記録しておかなければならな

い。

２　職員の健康診断は年１回以上、調理員等給食関係者の検便は毎月実施するものとする。

　　なお、乳児担当保育教諭にあっても、毎月検便を実施するものとする。

（園児の生活）

第１５条　構造設備は、採光、換気等園児の保健衛生を考慮したものとするとともに、危険防止に十分な処置を講じなけ
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ればならない。

２　園児の使用する居室、便所、衣類、寝具、食器等については、常に清潔に保たなければならない。

　(1) 居室、便所は毎日清掃し、定期的に消毒すること。

　(2) 食器等は、使用後よく洗い、十分に消毒すること。

（利用者負担その他の費用の種類）

第１６条　当園は、教育・保育を提供するにあたり、長浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年１２月２０日長浜市条例第３１号）第１３条に規定する自己負担額として、保護者が居住する

市町村が決定した額の支払を受けるものとする。ただし、当事業所に当該市町村から法２８条第２項第２号（同法第

２８条第２項題３号の規定により準用される場合を含む。）の規定による支払がない場合は、同条例第１３条第２項

に規定する特定地域型保育費用基準額の支払を受けるものとする。

２　当園において、前項の利用者負担額以外に負担を求める費用は、別表１に掲げるとおりとする。

（利用の開始に関する事項）

第１７条　本園に入園するときは、本園が定める所定の手続きを要する。

２　１号認定子どもについて、入園希望者が利用定員を上回る場合は、選考基準は次のとおりとする。

　(1)南郷里小学校ならびに北郷里小学校の学区内の居住

　(2)公開による保護者の単位での抽選

３　２号認定子どもおよび３号認定子どもについては、長浜市の行う利用調整を経て、園長が入園を決定する。

３　教育・保育の提供は、原則として月の初日から行う。

（利用の終了に関する事項）

第１８条　当園は、以下の場合に特定教育・保育の提供を終了するものとする。

(1) １号・２号・３号認定に該当しなくなったとき

(2) 保護者から退園の申出があったとき

(3) 利用継続が不可能であると市が認めたとき

(4) その他、利用の継続について、重大な支障又は困難が生じたとき

（緊急時における対応方法及び非常災害対策）

第１９条　当園においては、緊急時及び非常災害時における園児の安全確保を図るため、学校安全計画を策定し、実施す

るとともに、危険等発生時対処要領を定めて必要な訓練等を行う。

（虐待の防止のための措置）

第２０条　当園は、園児の人権の擁護及び虐待の防止を図るため、必要な体制の整備を行うとともに、職員に対する研修

の実施その他必要な措置を講じるものとする。

（要望・苦情等について）

第２１条　当園は、保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委

員等の窓口を設置し、保護者等に対して公表するとともに、苦情に対して必要な措置を講ずる。

２　苦情を受け付けた際は、速やかに事実関係等を調査するとともに、苦情申出者等との話し合いによる解決に努める。

その結果、必要な改善を行う。

３　苦情内容及び苦情に対する対応、改善策については記録を行う。

（保護者との連絡）

第２２条　園長は、園児の行動や生活、健康状態等について、常に保護者との連絡を図り相互の緊密な意思疎通を図るよ

う努めるものとする。

（安全対策と事故防止）

第２３条　当園は、安全かつ適切に、質の高い保育・教育を提供するために、「業務マニュアル」を策定し、事故を防止

するための体制を整備する。

２　当園は、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録するとともに、事故の原因を解明し、振り返りを行

い、再発防止のための対策を講じる。
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（障害児保育）

第２４条　当園は、障害や発達上の支援を必要とする園児とその保護者に対して、十分な配慮のもと保育・教育や支援を

行う。園児や保護者に対しては、成長に対する正しい認識ができるように支援を行う。

２　当園は、障害や発達上の支援を必要とする園児の保護者の仕事と子育ての両立等を支援するため、保護者の状況に配

慮するとともに、園児の快適で健康な生活が維持できるよう、保護者との信頼関係の構築及び維持に努める。

（業務の質の評価）

第２５条　当園は、保育・教育の質の評価を行い、常にその改善を図り、教育・保育の質の向上を目指す。

２　保育教諭等の自己評価及び教育・保育の自己評価については、年 1 回は行い、教育・保育の自己評価については、

その結果を公表する。

３　当園は、３年に１度第三者評価を受審し、その結果を公表する。

（秘密の保持）

第２６条　当園の職員は、業務上知り得た園児及びその保護者に関する個人情報並びに秘密事項について、職員でなく

なった後においても同様に秘密を保持する。

２　園児及びその保護者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合等、正当な理由がある場合、正当な権限を有する官

憲の命令による場合に限り、前項の規定によらず第三者に開示することができる。

（記録の整備）

第２７条　当園は、教育・保育の提供に関する以下に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとす

る。また、以下に掲げる記録以外については、その完結の日からそれぞれの記録に応じて別表２で定める期間保存する

ものとする。

(1) 教育・保育の実施に当たっての計画

(2) 提供した教育・保育に係る提供記録

(3) 長浜市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年１２月２０日長浜市

条例第３１号）第４９条に規定する支給認定を行った市区町村への通知に係る記録

(4) 保護者からの苦情の内容等の記録

(5) 事故の状況及び事故に際して行った処置についての記録

（その他運営に関する重要事項）

第２８条　この園則を改正、廃止するときは、園長の意見を聞き、理事長がこれを行う。

附　則　この園則は、平成２７年４月１日から施行する。

　　　　この園則は、令和元年１０月１日から施行する。

　　　　この園則は、令和５年４月１日から施行する。

　　　　　この園則は、令和６年９月１日から施行する。
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別表１

利用者負担額以外に負担を求める費用

利用者負担

（月額保育料）
利用の子どもが居住する市町村が定める利用者負担（保育料）

利用者負担額以外に

負担を求める費用

給食費
４歳児から５歳児クラスの

２号認定

主食費800円／月

副食費4,500円／月

給食費
３歳児クラス

２号認定

主食費500円／月

副食費4,500円／月

給食費

１号認定

ただし、８月については7月下旬から1

ヶ月程度給食の提供をしないため、給

食費の請求は行わない。

3歳主食費500円／月

4・5歳主食費800円／月

共通　副食費3,000円／月

１号認定

預かり保育（都度利用）

午前8時00分から午前9時00分

午後2時00分から午後4時00分
300円／30分

２号・３号認定

延長保育料

２号・３号認定の午前7時00分から午後

7時00分の間で認定時間外の利用（延

長保育）。ただし、保育標準時間認定

の午前7時00分から7時30分までの利

用に関して延長保育料は徴収せず

100円／30分

スポーツ振興共済掛け金 全園児 170円／年

enpayシステム利用料 請求額4,500円以上の場合、1世帯 100円／月

オリジナルTシャツ ３歳児以上 実費

スモック 1歳児以上（希望者のみ） 実費

体操帽子垂れ付き 全園児 実費

防災頭巾 3歳児以上（市販、手作りも可） 実費

連絡帳 ０歳児～２歳児 実費

自由画帳 ３歳児以上（希望者のみ） 実費

おたよりケース 全園児 実費

名前ゴム印 希望者のみ 実費

行事・園外保育等負担金

各種行事・親子遠足・園外保育で必要

となる教材費、交通費及び施設入場

料等

実費

（注）実費については、重要事項説明所（しおり内に掲載）に金額を掲げ利用者に周知する。ただし、行事・園外保育等負担金については、予定

段階で金額を利用者に周知する。
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別表２

＜こども園備え付け帳簿＞

7

区　分 帳　簿　・　名　簿　等 保　存　年　限

（1） 運営管理規程 永　　久

（2） 就業規則（一般職員用） 永　　久

（3） 就業規則（時間給職員及び嘱託職員用） 永　　久

（4） 給与規程（一般職員用） 永　　久

（5） 給与規程（時間給職員及び嘱託職員用） 永　　久

（6） 給与規程（Kキャスト用） 永　　久

（7） 育児･介護休業等に関する規程 永　　久

（8） 施設認可・届け出書、変更内容関係書類 永　　久

（9） 土地・建物の図面 永　　久

（10） 園日誌（内容：職員・児童の出欠、来訪者、行事、会議等日々の記録） 5　　年

（11） 職員会議録 5　　年

（12） 職員研修計画・記録簿 1　　年

（13） 事業計画書・事業報告書 3　　年

（14） 苦情受付・対応書類 永　　久

（15） 職務（業務）分担表 1　　年

（16） ボランティア、実習生受入日誌 2　　年

職員関係 （1） 職員（労働者）名簿 退職後　3年

（2） 職員履歴書 退職後　3年

（3） 資格（証明）証（写） 退職後　3年

（4） 勤務割表 3　　年

（5） 労働基準監督署届出、各種労使協定（24協定、36協定） 永　　久

（6） 賃金台帳 退職後　5年

（7） 出勤簿兼勤務報告書 3　　年

（8） 時間外・休日勤務指示承認書 3　　年

（9） 年次有給休暇整理簿 3　　年

（10） 出張命令簿 3　　年

（11） 職員健康診断記録 5　　年

（12） 職員検便記録簿 5　　年

（13） 社会保険・労働保険関係書類 5　　年

（14） 源泉所得税関係書類 5　　年

（15） 福祉医療機構退職共済加入関係書類 5　　年

（16） 職員・有期契約職員等雇入通知書（写） 退職後　3年

児童関係 （1） 児童名簿（利用者名簿） 5　　年

（2） 児童票（含む保育経過記録）－部外秘－ 5　　年

（3） 保育の実施関係書類（入所関係） 5　　年

（4） 児童健康診断記録簿（0歳児月 1回、他児年 2回の実施、歯科検診、蟯虫卵検査） 5　　年

（5） 保育計画

（6） 　　イ　年間保育計画 3　　年

（7） 　　ロ　月間保育計画 1　　年

（8） 　　ハ　週案 1　　年

（9） 　　ニ　日案 1　　年

（10） 園だより 1　　年

（11） 保健日誌（0歳児等の日々の記録） 5　　年

（12） 投薬依頼書 1　　年

（13） 11時間保育対象児童名簿 5　　年

（14） 個人情報提供同意書 利用終了後　5年

災害関係等 （1） 防火管理者選任届 永　　久

（2） 消防計画（消防署提出写し） 5　　年

（3） 地震防災応急計画（消防署提出写し） 5　　年

（4） 消防署立入検査関係書類 3　　年

（5） 消防設備等点検結果報告書（控） 3　　年

（6） 災害・避難訓練実施記録（含緊急連絡体制） 3　　年

給食関係 （1） 集団給食（給食提供）開始届 永　　久

（2） 献立表（予定献立、実施献立） 3　　年

（3） 給食（食事）日誌 1　　年

（4） 検食簿 1　　年

（5） 栄養出納表 3　　年

（6） 物品出納表 5　　年

（7） 水質検査証明書 1　　年



＜こども園備え付け帳簿＞

8

区　分 帳　簿　・　名　簿　等 保　存　年　限

会計経理関係 （1） 経理規程 永　　久

（2） 事務決裁規程 永　　久

（3） 開始貸借対照表 永　　久

（4） 予算書（当初・補正予算書） 永　　久

（5） 決算報告書（貸借対照表、収支計算書） 永　　久

（6） 保護者負担金台帳 3　　年

（7） 私的利用料徴収簿 3　　年

（8） 国・都・区市町村運営費補助金請求書・精算内訳 3　　年

（9） 財産目録 永　　久

附属明細書

（1） 資金収支計算書＜第1号の1様式＞ 永　　久

（2） 事業活動計算書＜第2号の1様式＞ 永　　久

（3） 貸借対照表＜第3号の1様式＞ 永　　久

（4） 資金収支内訳表＜第1号の2様式＞ 永　　久

（5） 事業活動内訳表＜第2号の2様式＞ 永　　久

（6） 貸借対照表内訳表＜第3号の2様式＞ 永　　久

（7） 事業区分資金収支内訳表＜第1号の3様式＞ 永　　久

（8） 事業区分事業活動内訳表＜第2号の3様式＞ 永　　久

（9） 事業区分貸借対照表内訳表＜第3号の3様式＞ 永　　久

（10） 拠点区分資金収支計算書＜第1号の4様式＞ 永　　久

（11） 拠点区分事業活動計算書＜第2号の4様式＞ 永　　久

（12） 拠点区分貸借対照表＜第3号の4様式＞ 永　　久

附属明細書 永　　久

（1） 基本財産及びその他の固定資産の明細書＜別紙 1＞ 永　　久

（2） 引当金明細書＜別紙 2＞ 永　　久

（3） 拠点区分資金収支明細書＜別紙 3＞ 永　　久

（4） 借入金明細書＜別紙①＞ 永　　久

（5） 寄附金収益明細書＜別紙②＞ 永　　久

（6） 補助金収益明細書＜別紙③＞ 永　　久

（7） 事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書＜別紙④＞ 永　　久

（8） 事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書＜別紙⑤＞ 永　　久

（9） 基本金明細書＜別紙⑥＞ 永　　久

（10） 国庫補助金等特別積立金明細書＜別紙⑦＞ 永　　久

（11） 積立金・積立資産明細書＜別紙⑧＞ 永　　久

（12） サ－ビス区分間繰入金明細書＜別紙⑨＞ 永　　久

（13） サ－ビス区分間貸付金（借入金）残高明細書＜別紙⑩＞ 永　　久

（1） 主要簿

　　ア　仕訳伝票 10　　年

　　イ　総勘定元帳 10　　年

（2） 補助簿

　　ア　　現金出納帳 10　　年

　　イ　　預金（貯金）出納帳 10　　年

　　ウ　　小口現金出納帳 10　　年

　　エ　　未収金台帳 10　　年

　　オ　　貯蔵品台帳 10　　年

　　カ　　仮払金台帳 10　　年

　　キ　　固定資産管理台帳 10　　年

　　ク　　基本金台帳 10　　年

　　ケ　　寄附金品台帳 10　　年

（3） その他の帳簿

　　ア　　会計伝票 10　　年

　　イ　　月次試算表 10　　年

　　ウ　　予算管理表 10　　年

（4） 証憑書類 10　　年


